

































































































































130条， 419条〉，破産財産目録（破， 189条〉および会社更生財産目録（更， 178条〉
については，その作成義務が残っている。しかし前二者の財産目録に記載すべき事
項は，新法の会計帳簿に記載される（33条①〉ともいわれる（田中誠二「商法総則詳





























































































































(13) 日下部与市・山上一夫「改正商法と新会計制度」 20-21頁， 「公正なる会計慣行を
劃酌すべし」との文言について，沼田嘉穂教授は， 「定説のある，客観性ある会計理
論による」と解するのが最も妥当であるとされる（「会計教科書」 37頁）。
U4）矢沢惇「企業会計原則と商法の解釈（下〉」企業会計24巻9号。
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行の確立に努めることを必要とするO
商法に規定はあるが，問題を残している事項，あるいは商法に規定がなく，
問題となっている事項と「公正な会計慣行」について付言しておこう。それ
は，「適法性」と「適正性」を結び付ける手がかりとなるであろう。
〔引当金〕 第287条の2の引当金は，法律上の債務以外の負債性引当金に
限られるとする説が有力であるO そこで修繕引当金は負債性引当金に含まれる
が，いわゆる特定引当金（利益留保性の引当金〉は含まれない。このように引
当金の範囲を会計上の負債性引当金に限るとする解釈は，公正な会計慣行を劃
酌するとしづ包括規定が設けられることによって，確定的になったとされる。
しかし，第287条の2の引当金には条件付債務等が除かれ，実務的には，租税
特別措置法に定める準備金まで認められるであろう。
〔無償取得資産〕 無償で取得した資産の評価について，無価物説〈簿外資
産説〉と公正価額説とが対立するO 備忘価額説（名目価額説〉は前者に属する
と見てよいであろう。
商法は，無償取得の資産について規定を欠いているが，それは公正な会計慣
行に委ねられたものとし企業会計原則の示すごとく，公正な評価額である取
得時の時価（必要現金価額〉によるものと解すべきであるO 有償取得資産につ
いて，原価主義によるのは，公正な価額での取引を前提とし，原価が取得資産
の公正な価額を示すと考えられるからであるO とすれば無償取得資産について
公正な評価額を付することは，決して時価主義に基づくものではなく，むしろ
。5）服部栄三「会計の慣行と法律」企業会計23巻2号。
(16) 田中誠二「会計法詳論」 70頁，石井照久「会社法」下16頁，鈴木竹雄・矢沢惇外
「計算規定の改正」私法25号。
間矢沢惇：座談会「商法改正と今後の会計問題」企業会計26巻5号。
倒商法計算書類規則33条，改正企業会計原則注解14・18，財務諸表規則98条， 98条の
2参照，なお黒沢清「企業会計の一般原則解説」企業会計26巻11号参照。
帥矢沢惇「前掲稿」
帥
原価主義の論理にそうものであるO またそれらを全く記帳しないとすれば，財
務諸表において財政状態および経営成績についての判断を誤らしめることにな
るおそれがあるO さらに国庫補助金・工事負担金等による固定資産等の取得に
際し，採られる圧縮記帳方式は，税法に追随した処理であって，公正な会計慣
例
行ないし目的規定からいっても，大いに問題の存するところであるO
〔継続性の原則〕 継続性の原則が，商法の解釈として認められるかどうか
について明文の規定を欠いているところから，これを否定ないし疑問視する見
制
解がある。その中にあっても，資産の評価方法その他の会計処理方法の変更
は，配当可能利益の増減をもたらすので，このことを債権者・株主その他の利
害関係者に知らしめないことは適当でないので，変更したときは，その旨を貸
似）
借対照表に注記せじめるべきであるとしているO しかし肯定説はつぎのように
説く。なるほど商法の見地から，配当計算に関する限り，この原則の重要性は
大きくないとしても，経理内容の報告の真実性の保障とし、う見地からみれば，
みだりに会計処理の方法を変更して，企業の経理内容の判断を誤まらせるよう
(2.5) 
な処理は，商法の目的に反して許されないと解すべきであろうと。かくして継
続性の否定説は，漸次肯定説に移行し，その結果として新企業会計原則に〔注
3〕が追加されたO それは旧企業会計原則における第2項の復活を意味する。
継続性の原則は，公正なる会計慣行であり，これに違反することは，会計原則
加）
違反であるばかりでなく，違法であると言わなければならなし、。
側矢沢惇「財産評価と繰延勘定」株式会社法講座5巻，飯野利夫「取得原価基準の論
理」会計ジャーナル3巻11号。。1）商法計算書類規則2条参照。
ω 矢沢惇「前掲書」企業会計24巻9号，企業会計原則注解24参照。
倒上田明信「商法における資産評価と継続性原則」企業会計14巻8号，味村治「経理
処理」経営法学全集10巻，吉田昂「改正会社法」 102頁。
（湖上回明信「前掲稿」。
側矢沢惇「前掲稿」企業会計24巻8号。
凶黒沢清「前掲稿」
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